観光と平和の関係をめぐる｢楽観論｣と｢慎重論｣ by 滝 知則 & Tomonori TAKI
91
観光と平和の関係をめぐる「楽観論」と「慎重論」『長崎国際大学論叢』　第１４巻　２０１４年３月　９１頁～１０１頁
原　著　論　文 
観光と平和の関係をめぐる「楽観論」と「慎重論」
滝　 知 則
（長崎国際大学 人間社会学部 国際観光学科）
Relation between Tourism and Peace: 
‘Optimistic’ and‘Cautious’ Views
Tomonori TAKI
（Dept. of International Tourism, Faculty of Human and Social Studies,
Nagasaki International University）
Abstract
This study aims to consider relation between tourism and peace.　There will be little objection 
to a claim that tourism and peace are inter-related.　How exactly are these related is, however, not 
often considered, at least in Tourism Studies in Japan.　This study examines existing literature 
on the above relation, including ones written in English, with an aim to present author’s view on 
the relation between tourism and peace.　Claims made from an‘optimistic’ view on relation between 
tourism and peace is introduced in Chapter １.　To solve a question found in the‘optimistic’ view, 
theories that this view is based upon（peace theory by Kant, and Democratic Peace Theory）are re-
viewed in Chapter ２.　In Chapter ３, a‘cautious’ view on relation between tourism and peace is 
discussed.　In Conclusion, this study argues that claims by Kant and Deutsch provide researchers 
in tourism with effective viewpoints, and that tourism may be able to affect international relations 
by providing opportunities for international communication with which a sense of community may 
be developed.
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要　旨
この研究のねらいは、観光と平和がどのように関係するのかを考察することである。両者が何らかの
形で関係すると述べること自体への反論は少ないであろう。しかし、両者がどのように関係するのかに
ついての検討が行われることは、日本語での観光学の研究においては、少ないように思われる。そこで
当研究は、観光と平和の関係を論じた先行文献を検討することを通して、この関係についての筆者の考
えを示す。第１章では、「観光と平和の関係をめぐる楽観論」の観点から行われた議論を紹介する。第
２章では、「楽観論」における疑問点の一つを解明するため、その根拠とされる理論（カントの平和論
とラセットの民主的平和論）を分析する。そのうえで第３章では、「観光と平和の関係をめぐる慎重論」
を検討する。「おわりに」では、カントとドイチュの主張の中に、観光研究にとって重要な示唆を与え
るものがあることと、国際交流を通じたコミュニティ意識の形成機会を提供することを通じて、観光は
国際関係に影響を与える可能性があると考えられることが、示される。
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は じ め に
観光と平和が関係するという主張を直感的に
受け入れられる人は多いであろう。しかし、両
者がどのように関係するかについての検討が観
光学の教科書で行われることは、筆者の管見の
限りでは少ないように思われる。そこで本稿は、
「観光と平和がどのように関係するのか」の考
察を試みる。筆者は、短期的には国際関係が観
光に影響する（「平和が観光のパスポート」）一
方、中長期的にはこの関係が逆になり、観光が
国際関係に影響をもたらす可能性が考えられる
と述べたことがある（滝 ２０１３: １２）。この中長
期的な関係とはつまり、かねてから「観光は平
和へのパスポート」というスローガンで表現さ
れていることである。中長期的な時間軸の下で
観光が国際関係に影響するとしたら、それはど
のような形なのだろうか。
上記の目的に至るため、本稿では観光と平和
の関係を論じた先行文献を検討する。第１章で
はまず、「観光の平和創出効果論」をとりあげ
る。次に、ある観光学の英文の教科書に示され
ている、平和、民主主義と観光とを関連づけた
議論を分析する。この議論は、カントの平和論
と民主的平和論を、その主張の根拠としている。
そこで第２章では、これらの理論と観光をどの
ように関連づけられるかを考察する。
第３章では、観光と平和を、第１章とは異な
る視点から論じた先行文献をとりあげる。第１
章で取り上げた議論の視点を仮に「観光と平和
の関係をめぐる楽観論」と呼ぶならば、第３章
で紹介する議論の視点は、「観光と平和の関係
をめぐる慎重論」と呼ぶことができる。「おわ
りに」では、既に知られている国際関係の理論
の中に、観光の研究へ重要な示唆を与えるもの
があることと、国際交流を通じたコミュニティ
意識の形成の機会をもたらす点において、観光
は国際関係に影響を与える可能性があると考え
られることが、示される。
１　観光と平和：楽観論
　「観光の平和創出効果」論
国際観光が推進されるべき理由の一つとして、
観光は世界平和に貢献すると述べられることが
ある。「観光の平和創出効果」論である。『観光
学辞典』によると、その意味は、「観光を通し
た国際親善の促進が世界の平和に対し、大きな
貢献をなす」ことである。ただし「国際観光往
来の増大がただちに国際的相互理解の高まりと
結びつき平和が達成されるわけではない」と 
の限定が付け加えられている（長谷編著 １９９７: 
２３０）１）。
観光の平和創出効果を主張した一例として、
石森（１９９２）が挙げられる。石森は、観光と平
和の関わりについて、戦争が発生すると国際観
光客が一時的に減少するから、国際観光は平和
のシンボルである、と述べる。あるいは、第１
次世界大戦後の１９１０年代にヨーロッパ諸国が政
府観光客を設置したこと、第２次世界大戦後の
１９４６年に公的旅行機関国際同盟（IUOTO）が設
立されたこと、ケネディ大統領が米国政府観光
局を設置したことに言及して、「歴史的にみる
と、戦争が国際観光の振興に大きく貢献してい
る」、「戦争の悲惨さが、観光による人と人との
出会いの大切さを知らしめたといえる」とも述
べる。これらの記述はあたかも、戦争が国際観
光の振興のために望ましいことであるかのよう
に受け取られかねない。石森の主張の根拠につ
いてはさらなる調査も必要であろうが、少なく
とも上に示した記述のみでは、「観光が世界平
和に貢献する」との主張の説得力が弱いように
思われる。
観光の平和創出効果論に疑問をなげかけた研
究の一つに、池田（１９９６）がある。池田は、１９９４
年にメキシコで発生したサパティスタ国民解放
軍の武装蜂起が、古代マヤ遺跡観光に与えた影
響を調査した。紛争が起きたとき、観光の当事
者たちはそれぞれの立場で、その紛争を「見え
なく」してしまう、と池田は述べる。観光業の
従事者は、自分が働いている観光地は安全だと
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述べるであろうし、政府観光局は、紛争とは無
関係に観光を宣伝するであろう。観光客自身も、
紛争地域への観光は避ける。
そのうえで池田は、戦争・紛争と観光の関係
について、次のように述べる。
「国際観光が平和創出産業にみえるのは、紛争
がないという条件のもとで国際観光が維持される
からであって、その逆ではない……。
「戦争や冷戦が終わったから観光に出かけるの
ではない。世界的な観光ブームの導火線は冷戦が
終わるはるか以前から燃えていたのだ」（p. ２０３）。
つまり池田は、戦争ないし紛争がないからこそ
観光が可能であると主張する。
池田に限らず、平和が観光の条件であるとの
主張はすでに行われている（滝 ２０１１: ２２３，注１２）。
戦争・平和と観光の間には何らかの関係がある
ことであろう。しかし「観光が平和を作り出す」
と無条件には言い切れないし、「戦争が観光の
条件」ともいえない。では具体的にどのように
関係しているかを、本稿を通じて検討していく。
　平和、民主主義と観光
国際関係と観光のかかわりについての記述の
傾向として、英文で書かれた国際関係論ないし
国際政治学の近年の教科書では、次の３つのこ
とが言える。
まず、「旅行」や「観光」への言及がないも
のが見られる（Blair et al. ２００９, Griffiths（ed）
２００７, Mansbach and Taylor ２０１２, Salmon et al.
（eds）２００８, Spindler ２０１３）。次に、「旅行」や
「観光」への言及はないが、国際関係に影響す
る要因として移民に言及しているものがある 
（Bali ２００５, Hammerstad ２０１０）。移民も国際観
光もヒトの国際移動であるが、目的と形態がお
互いに異なる移動である。
一方筆者が調べることのできた限りでは、旅
行ないし観光が国際関係にもたらす影響を述べ
たものに、次の３点がある。Chanda（２００８）
は、受入国の外国為替収入を増減させる効果が
あるため、国際関係におけるできごとの一つと
して国際観光に注目する価値があると述べる。
実例として、貿易黒字削減のために行われた日
本のアウトバウンド観光推進や、中国へのイン
バウンド観光が増加していることに言及する（pp. 
３０６７）。Heywood（２０１１）は、文化のグローバ
ル化を推進する中心的な要因として、多国籍企
業とグローバルメディアの活動、情報通信技術
における革命に加え、旅行と観光にも注目して
いる（p. １４５）。また国際観光が、インターネッ
トを通じて行われる知識と情報の動きと並ぶ、
国境に浸透する外的な力の一つであると考える
（p. １２４）。Shambaugh（２００８）は、アジアの国
際関係に主要な影響を与えるのは国家間関係で
あるが、複数の国々の社会どうしの関係（社会
と社会の国際関係）も重要と考え、「アジアの国々
の諸社会は、従来よりも層が厚く、相互に依存
している網を形成している」と述べる。このよ
うな網の形成に特に寄与するものとして、観光
と高等教育に注目する（pp. １９２１）。
筆者が行った限定的な調査の限りでは、観光
と平和のかかわりを具体的に論じた観光学の英
文の教科書の例として、米国の観光研究者エッ
ジェルら（Edgell et al. ２００８）によるものがあ
る。その第５章は、政治・外交と観光の関係を、
次の三つの側面から論じている。一つめは政府
と国民の関係、二つめは政府間の関係、そして
三つめは国際関係の構造と観光の関わりである。
一つめの政府と国民の関係については、政府
が自国の国民に対し外国への渡航を許可したり
制限したりすること、外国の国民に対しビザの
発給と出入国管理を行うこと、ならびに国境を
越えるヒト、動物とモノの出入りに関し検疫を
行うと述べている。二つめの政府間の関係につ
いては、観光振興のため政府間で協定が結ばれ
ること、観光振興のための国際機関が存在し活
動していることを示している。UNWTO、OECD 
や APEC などがその例である。加えて、国際関
係が経済に与える影響として、ゲスト国の国民
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がホスト国での観光中に行う消費が、ホスト国
にとっての収入になることに言及する。
さて、三つめの国際関係の構造と観光の関わ
りあいについて、エッジェルらはどのように述
べているであろうか。平和、民主主義と観光の
間には次のような関係があると書かれている。
平和が存在すれば政治的な安定がもたらされ、
観光地が安全になり、その結果観光を促進させ
る。旅行者にその意識があり、観光地側にも用
意があれば、観光を通じた文化理解が可能であ
る。外国の人々を理解することは、民主主義の
規範の外在化ならびに相互信頼・相互尊重を可
能にする重要な構成要素である。これらは、民
主的平和論によれば、国家間の平和にとって決
定的に重要な要素である（Edgell et al. ２００８: 
１６３, 翻訳は筆者、以下同じ）。
上記の引用に「民主的平和論」という議論が
出てくる。これについて、エッジェルらは次の
ように説明する。
民主主義は政治的な安定を可能にする。政治的
な安定は、民主主義国における安全をもたら
す。しかし安全が脅かされた場合には、将来の
安全を確実にするため、戦争が行われる（Edgell 
et al. ２００８: １６０）。
上述の説明の繰り返しになる部分があるが、
エッジェルらは、平和と観光の間に、「平和?
政治的安定?安全?観光?相互理解?民主主義
の拡大?（さらなる）平和」という関係があり、
こうした関係の鍵になるのが民主的平和論であ
るとも述べている（p. １６４）。
エッジェルらの議論のうち、平和が観光を可
能にする条件であるという点は、納得がいく。
しかし、民主主義国における将来の安全のため
に「戦争が行われる」という箇所については、
平和、観光、民主主義と戦争が結び付けられる
ように聞こえることであり、理解に苦しむ。そ
こで、この議論の鍵となる民主的平和論そのも
のについて、次に検討する。
第１章の内容は、次のように整理できる。ま
ず「観光の平和創出効果論」に関連して、「観
光が平和を作り出す」と無条件には言えないこ
とが確認された。次に観光学のある英文の教科
書中の、平和、観光、民主主義と戦争を結び付
けているかのような記述には疑問が残る。この
点を整理するため、民主的平和論自体の確認が
必要である。
２　観光と民主的平和論
上述のようにエッジェルらは、観光が平和に
貢献するとの主張の根拠を、民主的平和論にお
いている。エッジェルらの主張の妥当性を考察
するため、ここではまず、ドイツの哲学者カン
ト（Kant）の平和論を検討する。ついで、アメ
リカの国際政治学者ラセット（Russett）によ
る民主的平和論を検討する。ラセットの議論は、
カントの主張をそのベースとしている。
　カントの平和論
カント（２００６）は、国家間の戦争を防ぐため、
①共和制、②自由な国家連合、そして③歓待の
権利の３つの原則が追求されるべきだと提案す
る。
共和制を支持する理由は、次のように整理で
きる。カントは、統治の形式として専制政体と
共和政体とを対比したうえで、専制政体をとる
国家よりも共和政体をとる国家の方が、戦争を
避けやすいと主張する。なぜなら専制国家では、
支配者である王が、被統治者である国民の利害
を特に考えずに戦争の開始を決定できる。これ
に対し共和制国家（代議制をとる国家）で、開
戦に関わる決定をするのは、戦闘に参加するこ
とになる国民自身（ないしその代理人）である。
この場合、開戦するか否かは、国民自身の生命
に関わる決定である。それゆえ共和制国家は、
開戦に関わる決定について、専制国家よりも抑
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制的になることが期待される。こうした意味に
おいて、「共和国はその本性から平和を好む傾
向がある」と、カントは主張する（p. １８１）２）。
次にカントは、自由な国家連合の構築を提案
する。国家間に戦争が行われるのは、世界に主
権国家が複数存在する一方、それらの主権国家
を上から束ねる「世界国家」が存在しない（つ
まり国際関係の構造がアナーキーである）から
である。もしも世界全体が一つの国家にまとま
ることがあったなら、国家間の戦争はもはや起
きない。とはいえ、「国際国家」ないし「世界
共和国」が近い将来設立されるとは期待できな
いことを、カントは認める。そこで「世界共和
国」の代用として、「たえず拡大しつづける持
続的な連合」を国家の間に築くことを提案する
（p. １８３）。
「世界共和国」の理想に向けた自由な国家の
連合を拡大し持続させていくため、国家間の交
流をさかんにすべきである。そのため、外国人
が訪問先の国において敵として扱われないこと、
つまり歓待の権利が必要である（p. １８５）。
カントの平和論については、共和政体論に注
目が集まることがあるように思われる。しかし
国際関係を、究極の理念としての「世界国家」
に向けた「国家連合拡大のプロセス」ととらえ、
さらにはそのようなプロセスの実現のために外
国人の歓待の権利を尊重するという議論に、筆
者は注目する。これら２点の方が共和政体論よ
りも、観光と平和の関係を論じる際に重要なの
ではないかと考えられる。共和政体論と平和を
結び付けようとする議論に関する要注意点につ
いて、次の節で述べる。
　ラセットの民主的平和論
ラセット（１９９６）は、複数政党制の下で普通
選挙を行う国どうしで、１８１５年以降、戦死者１,０００
人以上の戦争が発生しなかったとの研究結果に
基づいて、「安定した民主的な主権国家が相互
に戦争を行ったという明らかな事例は、近代の
国際システムにおいては存在しない」と主張す
る（p. １６）。この理論は、国際関係の構造がアナー
キーであるがゆえに戦争は避けられないとする
構造的ネオリアリズムへの反証となる点におい
て評価されるべきと考える。一方、分析の対象
が何であるかの確認と、さらにはこの主張の含
意を慎重に評価することが求められる。
第一に、「民主主義国どうしの間に戦争が発
生しなかった」と主張することと、発生しなかっ
た理由を、研究の対象とされた国々の統治機構
の特徴に求めることは、別の話である（篠田 
２００７、山田 １９９７）。この点に関し、国際政治学
者の岡部（２００６）は次のように述べる。
第二次世界大戦以後現在に至る先進諸国間の平
和が保たれたのは、戦争の恐怖が存在したから
こそであった。デモクラティック・ピース（民
主主義国間では戦争が起こらないという議論）
という概念は耳に快いが、その分析上の有効性
は民主主義国といわれるような国が、同時に大
国としてどういう特性を持っているかを考慮し
ない限り、不十分である（pp. １９２０）。
岡部は、「民主主義国といわれるような大国の
特性」として、工業化、経済的繁栄と相互依存
を挙げる。
現在の国際情勢はミサイルの時代である。片方
が手を出せば、他方もしくはその同盟者が報復
攻撃をして、双方ともあらゆる「戦争目的」を
無意味にするほどに破壊される恐れがある。戦
争ができるのは、破壊力も小さく、報復された
としても社会の脆弱性が小さい一部の発展途上
地域だけである。戦争をするだけの理由を有し
ているのもこのような地域だけである。独立、
革命、宗教など、自衛を超える命より大事な争
点を抱えている人々だけが戦争ができるのであ
る。経済的に相互に利益を得ている人々同士の
間では、戦争はすべてを失うだけの意味しかな
いであろう。戦後五十五年間いわゆる「先進国
間」に戦争がなかったのはそのためである（p. 
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５８）。
第二に、次に述べる２つの点において、ラセッ
トの主張の拡大解釈を避けるべきである。まず、
ラセットが分析の対象としたのは、民主主義国
のみである。つまり、民主主義国どうしの戦争
がなかった、ということを報告している。民主
主義国と非民主主義国、あるいは非民主主義国
どうしの戦争は、分析の対象外である。従って、
ラセットの主張をもって「民主主義国は平和的
であり戦争をしない」とは、言えない。また冷
戦後の世界には、国家間の戦争よりも内戦が多
いことにも、目が向けられるべきである。ただ
しこれは、ラセットが分析対象として取り上げ
なかったことを非難しているのではない。民主
的平和論が示していることと示していないこと
を、正確に区別すべきだということである。
いま一つは、民主的平和論が「民主化の拡大
が世界平和の実現に向けた『正しい』ステップ
であるという議論につながる」（山田 １９９７）こ
とである。しかし、戦争の不在と民主主義との
関係が不明なのであるから、ラセットの主張は
「民主化」推進の裏付けにはなりにくい（南山 
１９９７）。それにもかかわらず「正しいステップ」
論をさらに一歩進めたならば、「非民主主義国
を民主主義にするための戦争」を認めてしまう
ことになりかねない。ただしラセット自身は、
非民主主義国を民主主義国にするための「十字
軍」に批判的である（ラセット １９９６: ２２７）。こ
の点に関して、非民主主義国を民主化しようと
する過程で「短期的には戦争が増えるかもしれ
ないが長期的には平和になる、といった単純な
時間枠の問題として処理してこと足りるわけで
はない」との批判がある（猪口 １９９８）。「こと足
りるわけではない」という表現は、まだ控えめ
であると、筆者は感じる。
第２章の内容は、次のように整理できる。カ
ントの議論として、３　 つのことを報告した。①
国家間戦争に対し慎重に行動する可能性が期待
できるため、共和制国家を評価できる。②国際
関係を、持続的な国家連合を拡大させるプロセ
スと理解する。③このプロセスの拡大にとって
外国人との交流が重要であり、そのために外国
人の歓待の権利が認められるべきである。ラセッ
トに関して報告したことは次の３つである。①
１９世紀以降、議会制民主主義国家の間で大規模
な戦争は起きていないことを報告した。②民主
主義国と非民主主義国の関係は、この議論の範
囲外であること。③「民主的平和論」が、「民
主主義のための戦争」正当化論に使われないよ
う、注意が必要であること。
観光と平和の関係の考察にあたって特に重要
なのは、カントの②と③、ならびにラセットの
②と③である。なおこれらに基づいてエッジェ
ルらの議論を確認すると、次のことが言える。
まずエッジェルらの記述の中に、あたかも「民
主主義のための戦争」を正当化しているかのよ
うに、受け取られかねないものがあること。そ
して、エッジェルらは平和、民主主義と観光を
関連付けようとしているが、「民主主義」の定
義があいまいと考えられること。したがって観
光と平和の関係を考察するにあたり、「民主的
平和論」を参考にすることはできるが、その際
には、上記の２点についての注意が必要である。
では、「民主主義＝平和＝観光」のような線
型的な関係とは異なった角度から、国際関係と
観光の関わりを論じた研究はあるのだろうか。
ごく限られた範囲ではあるが、この関係につい
ての先行研究を、次章でとりあげる。
３　観光と平和：慎重論
　民主主義と観光の入り組んだ関係
米国の観光学研究者リヒタ （ーRichter ２００７）
は、民主主義と観光の関わり方を検討した論文
の中で、両者の関わり方は複雑であり、必ずし
も常に一貫しているわけではないと述べる。リ
ヒターの主張はこの点において、エッジェルら
と異なっている。
まず観光と政治の関係について、ある国の観
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光に影響を与えるのは、その統治の形態よりも、
政府が安定しているか否かであるとする。汚職、
国内の暴力や対立の存在は、その国が非民主主
義的であることの兆候と考えられることがある。
しかしこれらが実際に存在していても、観光客
の目には触れにくい状況であれば、観光客数が
必ずしも減少するとは限らない。上述の「非民
主主義」的要因よりもむしろ、例えば伝染病な
どのほうが、観光への影響が大きい。あるいは、
政治の民主化を推進しようとする立場から見た
とき、選挙の実施は望ましいことである。しか
し、選挙に伴う混乱や暴力のため、観光客の人
数が減少するおそれが考えられる。
なおリヒターは、民主主義の定義自体にも慎
重である。ある国が民主主義であるかどうかの
検討にあたっては、統治の形態（代議制民主主
義）とともに、政治の課題（少数者の権利、市
民の自由、国民の代理人が政策を形成すること
など）への対応のしかたの考察も必要だとする。
そのうえで、米国で「民主的」と表現されるこ
とがらには、経済における自由主義を意味する
ものが多く、政治的な民主主義とは限らないこ
とにも言及する。リヒターは民主主義の価値を
否定しない。しかし「民主主義」の意味するこ
とについて厳密である。リヒターは、この点に
おいてもエッジェルらと異なる。
以上の２点を踏まえ、リヒターが主張するこ
とは、次のとおりである。観光が独立変数とし
て、民主的な価値や民主主義（政治）機関に影
響を与えることはある。一方、観光が従属変数
として、民主主義（＝政治）から影響を受ける
こともある。例えば、政治的エリートの決定が
観光のありかたを決めるような場合である。た
だし既述のように、政府の形態よりも、その政
府が安定しているかどうかの方が、観光に影響
を与える度合いが大きい。
リヒターの議論の特徴は、政治と観光との関
わり方が双方向であり、複雑であると述べる点
である。理論だけをとりあげると、「平和＝観
光＝民主主義」のような関係づけよりも、話が
やや複雑であるように見える。しかしリヒター
の議論の方が、政治と観光の関わりあいの現実
を説明する際に、異なる種々の状況を説明でき
る可能性が考えられる。
　フランコ政権下のスペインと観光
スペイン現代史の研究者パック（Pack ２００６）
は、国際的な旅行ならびに観光とフランコ時代
のスペインとが、どのように関わりあっていた
のかを考察する。
フランコ時代の検討に先立ち、パックは、国
際関係にとってのマス・ツーリズムの意義につ
いて述べている。まず観光と平和の関係である。
パックによれば「平和」とは、国際観光の振興
を可能にする条件である。例えば第二次世界大
戦後の米国のヘゲモニーは西欧諸国に安全保障
を提供したので、国境を越えた交流と自由な通
貨交換が可能になった。国境を越えた交流と自
由な通貨交換は、観光客の効率的な移動に必要
な条件である。次に観光がもたらす経済的な影
響と相互理解である。観光がゲスト国とホスト
国の間の貿易の拡大や国際的な所得格差の縮小
に貢献したり、国際理解と善意のやりとりを通
じ、異なる国々の人たちの間の偏見と憎しみを
取り除いたりして、持続的な平和の基礎が築か
れることがある。
なおマス・ツーリズムは、国際関係の中でイ
デオロギーを観光者に伝達する役割を果たし、
究極的には政治的な変化をもたらすこともある。
第２時世界大戦前のナチスは、国家と国民への
忠誠心を育てるべく、休暇旅行プログラムを開
発した。国際観光の「政治的教育」としての利
用である。あるいは冷戦期に西側諸国が国際観
光を推進することは、「自由世界」が東側諸国
の「鉄のカーテン」よりもすぐれている、との
メッセージを観光者に伝える意味を持っていた。
さてフランコ時代のスペインと観光の関わり
である。フランコ政権下のスペインは、近代化
プログラムを実施した。経済効果があったこと
から、観光は、フランコ政府の近代化プログラ
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ムの、中心的要素とまでは言えないにしても重
要な構成要素の一つであった。このように国際
観光には、フランコ政権を正統化する効果があっ
た。一方、観光客の来訪と西ヨーロッパ諸国の
観光当局とのやりとりの積み重ねが、西ヨーロッ
パの民主的な政治を当時のスペインに伝える効
果もあったという。
なお観光には、紛争のない国際関係の構築に
向けたイデオロギーを伝達する可能性も期待さ
れる。パックは国際政治学者のドイチュの議論
に言及する。観光が「社会的なコミュニケーショ
ン」の一つの形態であり、連邦としてのヨーロッ
パの建設に決定的に重要な役割を果たすとドイ
チュが考えたと、パックは述べる３）。
　ソ連人と国際観光
ソ連史の研究者ゴーズック（Gorsuch ２０１１）
は、フルシチョフ時代以降のソ連と東欧諸国に
おける観光が、観光者に与えた影響、ひいては
観光者とゲスト国の関係に与えた影響を考察す
る。ゴーズックによると、スターリン時代末期
にソ連内部の観光が始められ、フルシチョフ時
代には東ヨーロッパ諸国への国際観光が始まっ
たという。前者の観光には、第２次世界大戦後
のソ連の社会状況が、それに先立つ時代よりも
向上していることを実感させる効果があった。
一方後者については、その開始からしばらくの
間、周辺地域に対するソ連の優秀さをソ連国民
に感じさせる効果があった。しかし冷戦後期に
は、社会主義の「先輩」として優れているはず
のソ連よりも、東ヨーロッパの兄弟国の方が経
済的に恵まれているのはなぜかとの疑問を、ソ
連人観光客が持つことがあったという。なおこ
れと同様の反応が、冷戦末期に西ヨーロッパを
訪れた東ヨーロッパ諸国の国民にも見られたと
いう。
ソ連の観光者が自国の政治・経済体制につい
て行った評価の方向は、時期によって正反対で
ある。しかし、観光が観光者の政治的ならびに
自己アイデンティティの（再）形成に影響する
場合のあることにおいては、共通している。ま
た、観光は自国に対する評価にとどまらず、自
国と外国との関係を検討する機会ともなってい
る。この点に関し、ゴーズックは次のように述
べる。
例えばソ連人が観光で西側を訪れた結果とし
て、ただちに反体制的な意見を持ったり、その
ような行動を実際にとったりしたわけではな
い。しかし個人の生き方と政治のありかたに、
現在目の前にあるものとは別の選択肢があると
考えさせる効果があった（p. １９０）。
ゴーズックの報告は、政府の方針が観光のあ
りかたを規定する事例の一つとして位置づけら
れる。また、観光客が増えればすぐに平和にな
るとは限らないことも、示している。一方で、
観光が平和にとって全く無意味とまでも言えな
い。東西の平和的な国際共存の可能性を観光者
たちに感じさせるという、長期的な効果があっ
たと考えられるからである。
　地域統合論と観光
冷戦後の世界、あるいはグローバル化の進行
する世界における国際関係を論じるにあたり、
従来の主権国家システムを前提とした理論のみ
では、説明の難しい課題が存在する。今日の国
際関係は、従来の主権国家のみの国際関係と、
遠い将来に成立するかもしれない「世界国家」
の中間のどこかに位置づけられる。以下では、
そのような国際関係を説明するための理論の一
つとして地域統合論に言及する。
主権国家が政治的に統合されるとすれば、ど
のように行われるかを論じるのが、地域統合の
理論である。この理論には、いずれも国際政治
学者であるハースの新機能主義的地域統合論と、
ドイチュの多元的安全保障共同体論がある（Haas 
１９５８, Deutsch １９５７）。以下では、地域統合への
動きを可能にするものは何か、またその動きに
関わり、かつ影響される各国の国民の意識をど
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うとらえているかの２点について、両者の議論
を比較する。
ハースの理論で知られているのは、スピルオー
バー仮説である。これは、２　 つ以上の国の間で
ある共通政策が作られ、実施されるならば、そ
の影響が他の政策分野にも及ぶことを重視する
ものである。このような影響が広がることで、
主権国家を超える地域統合が可能になると考え
る。次に各国の国民は自国への忠誠心を持つが、
地域統合の過程で、主権国家を超える政治的権
威に対する忠誠心が形成されると予想する。た
だし自国に対する忠誠心と、超国家的な地域へ
の忠誠心は排他的なものではなく、双方の併存
が可能であると、ハースは考える。
ハースの理論が経済面での協働から地域統合
に向かう可能性を述べるのに対し、ドイチュの
理論は、国際的な紛争への対応の方法に注目す
る。共同体のメンバーが、物理的に戦うのでは
なく、実力行使以外の方法で紛争を解決するこ
とが確実に保証される共同体を、安全保障共同
体と呼ぶ。ドイチュは、安全保障共同体の形成
に必要不可欠な条件の中に、各国間の相互理解
（国際コミュニケーション）を通じたコミュニ
ティ意識の形成を挙げる。そのための手段とし
て、国際的な人的交流を盛んにすることに、ド
イチュは注目する。そのような人的交流の形態
として、移民ならびに観光と留学とが、言及さ
れている。
地域統合が公式機関の設置まで進んでいるの
が、現時点ではヨーロッパのみであることに鑑
みると、今日の国際関係を論じる際に有効性が
高いのは、ドイチュの理論であると考えられる。
そして、観光は地域統合に向けた過程において、
相互理解（国際コミュニケーション）を通じた
コミュニティ意識を形成することによって、一
定の役割を果たす可能性が、期待される。
第３章の内容は、次のように整理できる。ま
ずリヒターの議論によれば、観光が政治に影響
を与えることもあるが、政治が観光に影響を与
える場合もある。なお「民主主義」が意味する
ことは二つ以上あるので、この言葉を使う際に
はどのような文脈で使われているかの確認が求
められる。次にパックとゴーズックの研究から
は、①平和は観光の条件であること、②観光を
通じた国際理解と国際交流は、持続的な平和の
基礎になる可能性があることが分かった。国際
観光は、観光客の自国に対する忠誠意識にプラ
ス・マイナス双方の影響を与えることもあれば、
自国とは異なる体制の国家との共存の可能性に
気付くきっかけを提供することもある。さらに
地域統合論からは、安全保障共同体の形成に、
各国間の相互理解（国際コミュニケーション）
を通じたコミュニティ意識が重要と考えられる
こと、そしてそのような国境を越えたコミュニ
ティ意識の形成に、国際観光が貢献する可能性
が期待されることが分かった。
お わ り に
本稿のねらいは、観光と平和がどのように関
係するのかを考察することであった。短期的に
は国際関係が観光に影響する（「平和が観光の
パスポート」）である一方、中長期的には観光
が国際関係に影響をもたらす可能性が考えられ
る（「観光は平和へのパスポート」）ことは分かっ
ている。中長期的な時間軸の下で観光が国際関
係に影響するとしたら、どのような形で影響す
るのだろうかを、少しでも具体的に把握しよう
とした。
観光と平和の関係をめぐる「楽観論」をとり
あげた第１章では、まず「観光の平和創出効果
論」に関連して、「観光が平和を作り出す」と
無条件には言えないことを確認した。次に観光
学のある英文の教科書の中で、平和、観光、民
主主義と戦争を結び付けているかのような記述
に疑問が残った。この点を整理するため、民主
的平和論自体を確認することとした。
第２章では、カントの平和論とラセットの民
主的平和論について報告した。前者をめぐって
は、共和政体論に注目が集まることがある。し
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かし、国際関係を「国家連合拡大のプロセス」
ととらえ、そのようなプロセスの実現のために
外国人の歓待の権利を尊重するとの主張も、カ
ントは行っている。共和政体論よりも後者の主
張の方が、観光が国際関係に与える影響を考察
する際に意義のある内容である。ラセットの民
主的平和論をめぐっては、「民主主義国どうし
は戦争をしない」との議論から外れているのは
どのような国々なのかを意識することと、「民
主的平和論」と「民主主義のための戦争正当化
論」との混同を避けることが重要である。
第３章では、観光と平和の関係をめぐる「慎
重論」の視点を報告した。まずリヒターは、観
光が政治に影響を与えることもあるが、政治が
観光に影響を与える場合もあると述べる。「政
治」を国際政治ないし国際関係に置き換えると、
本稿ですでに述べたこととほぼ同じである。観
光と平和間に双方向の関係を考えることの妥当
性を示唆するように思われる。なお「民主主義」
が意味することは二つ以上あるので、この言葉
を使う際にはどのような文脈で使われているか
の確認を求めてもいる。この区別は、経済と文
化において持続可能な観光開発を考える立場に
通じる。政治学の視点を取り入れた観光研究は
可能であり、必要であると考えられる。
次にパックとゴーズックであるが、まず平和
は観光の条件であると述べる。また、観光を通
じた国際理解と国際交流は、持続的な平和の基
礎になる可能性があるとも述べる。さらに国際
観光は、観光客の自国に対する忠誠感にプラス・
マイナスの影響を与えることもあれば、自国と
は異なる体制の国家との共存の可能性に気付く
きっかけとなることもあると指摘する。第３章
では地域統合論にも言及した。安全保障共同体
の形成に、各国間の相互理解（国際コミュニケー
ション）を通じたコミュニティ意識が重要と考
えられる。そのような国境を越えたコミュニティ
意識の形成に、国際観光が貢献する可能性が期
待される。筆者は、国際観光客が増えて交流を
さかんにすれば、それだけで世界が平和になる、
などとは考えていない。しかし、国際観光と国
際交流の増加が全く無意味だとも考えない。
本稿全体の議論を整理して述べられるのは、
次のことである。まず、短い時間軸では平和が
観光の条件であり、中長期の時間軸では観光が
平和に貢献するとの議論についてである。この
議論自体は、すでに数多くの研究者によって行
われている。ただし、外国人の歓待の権利論
（カント）や、安全保障共同体の構築における
国際コミュニティ論（ドイチュ）は、国際交流
を通じた安定的な国際関係の維持ないし形成に
観光が貢献することを述べるうえで、重要な裏
付けを与えていると考えられる。
また、国際関係がすでに安定している場合、
観光を通じたコミュニティ意識の形成が、国際
関係のさらなる安定と深化に貢献できる可能性
が期待される。このこと自体は、観光研究にお
いてすでに主張されている、ごくあたりまえの
結論である。しかし本稿で行った検討を通じて
得られた視点は、現代の日本の国際観光につい
て検討していくうえで示唆するものが数多い。
このような視点を、今後の実証研究にぜひ活用
していきたい。
付　記
この論文のための研究の一部は、２０１３年８月にウォー
リック大学グローバル化・地域化研究センターにおい
て訪問研究員として行ったものである。
注
１） 直接的暴力の不在、ならびに構造的・間接的暴
力の不在（高柳 ２０００: ２７）を、本稿では「平和」
の定義とする（高柳 ２０００: ２７）。
２） ２０１３年８月に英国議会は、内戦での化学兵器の
使用が確認されたシリアに軍事介入すべきとの、
政府提出の動議を否決した。この事例は、カント
の議論の一つの裏付けとなるものと考えられる（BBC 
２０１３）。
３） ドイチュについては、本稿の第３章第４節でも
とりあげる。 
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